
 
 
 
 
 

 
平成２７年１２月２５日 

消 防 庁 
 
 

「消防団員入団促進キャンペーン」の実施 

 

消防庁では、平成２８年１月から３月までの間を「消防団員入団促進キャン

ペーン」期間と位置付け、地方公共団体等と連携し、消防団員の入団促進に係

る広報の全国的な展開を図ります。 

 

 

 消防庁では、平成２５年１２月に成立した「消防団を中核とした地域防災力の充実

強化に関する法律」の趣旨を踏まえ、地域防災力の充実強化に取り組んでいるところ

ですが、本年度も引き続き、関係団体と連携して、平成２８年１月から３月までの間、

同キャンペーンを実施します。 
 

【推進事項】 

 ・ポスター及びリーフレット等を活用した積極的な広報活動（別添１参照） 

 ・女性、学生及び公務員等の積極的な入団促進 

 ・「学生消防団活動認証制度」の活用 

 ・「消防団協力事業所表示制度」の活用 

 

（参考） 

 ・平成２７年４月１日現在の消防団員数について（別添２参照） 

 

 

【担当】 

 消防庁国民保護・防災部地域防災室消防団係 

  （猪鼻課長補佐、山下係長、高村事務官） 

 TEL:03-5253-7561 FAX:03-5253-7576 

 E-mail: syobodan@ml.soumu.go.jp 



 

【担当】  

 消防庁国民保護･防災部地域防災室消防団係  

  （猪鼻課長補佐、山下係長、高村事務官）  

 TEL:03-5253-7561 FAX:03-5253-7576 

 E-mail: syobodan@ml.soumu.go.jp 

消 防 地 第 ２ ９ ７ 号  

平成２７年１２月２５日   

 

 各都道府県知事  

          殿  

 各指定都市市長  

 

消  防  庁  長  官     

 

 

「消防団員入団促進キャンペーン」に基づく広報の推進について (依頼 ) 

 

 

 消防団を中核とした地域防災力の充実を図り、住民の安全の確保に資するこ

とを目的として、平成２５年１２月に「消防団を中核とした地域防災力の充実

強化に関する法律」が成立しました。この法律において国及び地方公共団体は、

消防団への積極的な加入が促進されるよう必要な措置を講ずるものとされてい

ます。  

 消防庁ではこれまで、法律の趣旨を踏まえ、地域防災力の充実強化に取り組

んでいるところですが、本年度も引き続き、関係団体と連携して、平成２８年

１月から３月までの間、同キャンペーンを実施します。  

 つきましては、各都道府県におかれましては、別紙の内容に留意の上、地域

防災力の中核である消防団の重要性を改めて認識いただき、消防団員の入団促

進に係る取組が効果的に推進されるよう配慮されるとともに、貴都道府県内の

市町村（消防団の事務を処理する消防本部又は一部事務組合等を含む。）に対し

て本通知の周知と消防団員の入団促進に向けた積極的な助言を行っていただき

ますようお願いします。  

 また、各指定都市におかれましても同様に、消防団員の入団促進について積

極的に取り組んでいただきますようお願いします。  

 なお、本通知は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条の規定

に基づく助言として発出していることを申し添えます。  

 



（別紙）  

 

１  「消防団員入団促進キャンペーン」について  

  毎年３月末から４月にかけて消防団員の定年等による異動が多い状況を踏

まえ、引き続き消防団員の確保の必要があることから、毎年１月から３月ま

でを「消防団員入団促進キャンペーン（以下「キャンペーン」という。）」期

間と位置付け、ポスター、リーフレット及び雑誌広告等（以下「ポスター等」

という。）を活用した積極的な広報活動を行います。  

  なお、地域の実情により異動の時期が異なる場合にあっては、当該時期に

合わせてキャンペーンを実施するよう適切に対応願います。  

 

２  キャンペーンにおける推進事項  

（１）消防団員の入団促進に当たっては、自主防災組織との連携等地域ぐるみ

の取組、被用者団員の増加に伴う消防団活動に対する事業所等の理解促進、

女性、大学生及び公務員等をはじめとした入団促進について特に配慮する

ようお願いします。  

（２）キャンペーンの実施については、ポスター等に加え、各地方公共団体の

広報誌、ホームページ、ケーブルテレビ、ラジオ、広報車の巡回等あらゆ

る広報媒体を積極的に活用した広報を実施するようお願いします。  

（３）キャンペーン期間中に開催される各種行事において、ポスター等を活用

した消防団員の入団促進に係る広報をお願いします。  

（４）消防団活動に協力又はこれを支援した各種団体及び事業所等に対しては、

積極的に表彰・顕彰制度を活用するなど、消防団活動への理解促進に係る

機運を醸成するようお願いします。  

（５）将来の地域防災を担う人材を育成し、長期的に消防団員や地域の防災リ

ーダーを確保することが重要です。そのため、発達段階に応じた防災学習

の実施により、消防団を含めた地域防災力の充実強化への理解を深める機

会を積極的に増やすようお願いします。  

 

３  「学生消防団活動認証制度」の活用  

  「学生消防団活動認証制度」は、真摯かつ継続的に消防団活動に取り組み、

顕著な実績を収め、地域社会へ多大なる貢献をした大学生、大学院生又は専

門学生について、市町村がその実績を認証することにより、就職活動を支援

することを目的とした制度です。  

  本制度を導入している市町村にあっては、制度活用のメリットについて効

果的な広報を実施し、入団促進につなげていくようお願いします。他方、未

だ導入していない市町村にあっては、この機会に併せて、速やかに導入を図

るようお願いします。  

 

 



「 消 防 団 協 力 事 業 所 表 示 制 度 」 

表 示 マ ー ク  

 

 

４  「消防団協力事業所表示制度」の活用  

  「消防団協力事業所表示制度」は、従業員の入団促進、消防団活動への配

慮等、事業所として消防団活動に協力することが社会貢献として広く認めら

れ、地域からの信頼性の向上につなげるとともに、

事業所の協力を通じて、地域の防災体制が一層充実

強化することを目的としている制度です。  

  キャンペーン期間中は、「消防団協力事業所表示制

度」についても効果的な広報を実施し、積極的な入

団促進を行うようお願いします。  

 

５  その他  

（１）消防団員の確保については、年間を通じて取り組むようお願いしている

ところですが、本キャンペーンは重点的に広報を展開する時期と位置付け

ているものであり、消防団員の異動が多い時期を迎えるに当たり、特に積

極的な取組をお願いします。  

（２）ポスター及びリーフレットについては、配付済ですので、ご確認くださ

い。（別添１参照）  

（３）キャンペーンの実施に合わせて、当庁が所有する「消防団ＰＲパネル」

を貸与しますので、貸与を希望する場合は、当室までお問い合わせくださ

い。  

（４）平成２７年４月１日現在の消防団員数（確定値）は、別添２を参照して

ください。  
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平成２７年４月１日現在の消防団員数について＜確定値＞ 

 

消防庁地域防災室 

 

１ 消防団・消防団員の現況 

① 消 防 団 数：2,208団（全国すべての市町村に設置） 

② 消 防 分 団 数：22,549分団 

③ 消 防 団 員 数：859,995人（前年度より 4,352人減少） 

 

 

２ 被雇用者団員比率の推移 

就業構造の変化により消防団員に占める被雇用者の割合が高くなってきており、被

雇用者団員比率は72.4％となった。 
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３ 女性消防団員数の推移 

女性消防団員数は 22,747 人で全体の 2.6％であり、前年度より 1,063 人増加した。 

消防団員総数が減少する中でも、女性消防団員数は年々増加しており、９年前の平 

成 18年に比べ、約 1.6倍の 8,082人増加した。 

 

 
 

４ 女性消防団員がいる消防団数の推移 

女性消防団員がいる消防団数は 1,420 団で全体の 64.3％であり、前年度より 52 団

増加した。 
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５ 学生消防団員数の推移 

学生（専門学校生を含む）の消防団員数は 3,017 人であり、前年度より 292 人増

加した。学生の消防団員数についても年々増加しており、９年前の平成 18 年に比べ、

約 2.4倍の 1,783人増加した。 
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うち女性団員数 うち女性団員数 うち女性団員数

1 北海道 25,686 1,925 25,842 1,900 ▲ 156 25

2 青森県 19,248 464 19,455 436 ▲ 207 28

3 岩手県 22,202 445 22,415 419 ▲ 213 26

4 宮城県 19,906 455 20,304 444 ▲ 398 11

5 秋田県 17,320 326 17,491 317 ▲ 171 9

6 山形県 25,562 401 25,590 350 ▲ 28 51

7 福島県 34,094 188 34,465 187 ▲ 371 1

8 茨城県 23,632 505 23,830 505 ▲ 198 0

9 栃木県 14,875 188 14,983 163 ▲ 108 25

10 群馬県 11,786 82 11,856 79 ▲ 70 3

11 埼玉県 14,283 552 14,276 509 7 43

12 千葉県 26,368 517 26,557 470 ▲ 189 47

13 東京都 23,315 2,548 23,500 2,568 ▲ 185 ▲ 20

14 神奈川県 18,099 1,135 17,994 1,086 105 49

15 新潟県 38,121 654 38,215 611 ▲ 94 43

16 富山県 9,498 437 9,537 412 ▲ 39 25

17 石川県 5,302 135 5,317 133 ▲ 15 2

18 福井県 5,797 256 5,720 241 77 15

19 山梨県 15,174 94 15,127 78 47 16

20 長野県 35,311 992 35,370 933 ▲ 59 59

21 岐阜県 20,770 470 20,649 408 121 62

22 静岡県 20,416 379 20,561 351 ▲ 145 28

23 愛知県 23,189 626 23,430 585 ▲ 241 41

24 三重県 13,847 479 13,900 449 ▲ 53 30

25 滋賀県 9,188 160 9,178 155 10 5

26 京都府 17,838 554 17,941 515 ▲ 103 39

27 大阪府 10,476 222 10,482 195 ▲ 6 27

28 兵庫県 43,039 472 43,647 429 ▲ 608 43

29 奈良県 8,566 278 8,534 280 32 ▲ 2

30 和歌山県 11,872 235 11,878 216 ▲ 6 19

31 鳥取県 5,127 158 5,136 152 ▲ 9 6

32 島根県 12,222 269 12,409 284 ▲ 187 ▲ 15

33 岡山県 28,610 592 28,725 577 ▲ 115 15

34 広島県 22,229 504 22,275 437 ▲ 46 67

35 山口県 13,322 470 13,365 470 ▲ 43 0

36 徳島県 10,880 183 10,975 177 ▲ 95 6

37 香川県 7,722 148 7,660 117 62 31

38 愛媛県 20,451 581 20,543 595 ▲ 92 ▲ 14

39 高知県 8,256 297 8,214 284 42 13

40 福岡県 25,150 846 25,015 827 135 19

41 佐賀県 19,283 434 19,367 407 ▲ 84 27

42 長崎県 20,053 263 20,201 255 ▲ 148 8

43 熊本県 34,372 767 34,576 725 ▲ 204 42

44 大分県 15,525 225 15,672 202 ▲ 147 23

45 宮崎県 14,829 319 15,008 303 ▲ 179 16

46 鹿児島県 15,475 373 15,488 307 ▲ 13 66

47 沖縄県 1,709 144 1,674 141 35 3

859,995 22,747 864,347 21,684 ▲ 4,352 1,063

増減

実員数

都 道 府 県 別 消 防 団 員 数

合計

都道府県
実員数 実員数

平成27年4月1日現在 平成26年4月1日現在

（単位：人） 
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